
千葉市精神障害者通所施設通所交通費助成事業実施要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、通所施設に通所する精神障害者に対し、通所に必要な交通

費（以下「通所交通費」という。）の一部を助成することにより、精神障害者

の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の促進を図ることを目的とする。 

 （対象者） 

第２条 この要綱により通所交通費の助成を受けることができる者（以下「対象

者」という。）は、本市に住所を有し、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手

帳（以下「障害者手帳」という。）の交付を受けている者であって、次の各号

の一に該当するものとする。 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活介護を

行う施設に通所している者 

（２）法第５条第１２項に規定する自立訓練を行う施設に通所している者 

（３）法第５条第１３項に規定する就労移行支援を行う施設に通所している者 

（４）法第５条第１４項に規定する就労継続支援を行う施設に通所している者 

（５）法第５条第２７項に規定する地域活動支援センターに通所している者 

（６）千葉市デイケアクラブ実施要綱（平成１７年４月１日施行）に基づくデイ

ケアクラブに参加している者 

（７）千葉市精神障害者共同作業所設置運営要綱（平成７年４月１日施行）に基

づき設置運営されている精神障害者共同作業所に通所している者 

（８）厚生労働大臣が定める施設基準に適合していると都道府県知事に届出を行

った保険医療機関が実施する精神科デイケア、精神科ナイトケア、精神科デ

イナイトケア及び精神科ショートケアに通院又は通所している者 

（９）その他前各号に掲げるものに類する者で市長が対象者として認めたもの 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）その他

の規定等により通所交通費の助成を受けることができる者で、当該助成により

通所交通費を負担しないこととなるものは、対象者としない。 

 （助成の範囲及び方法） 



第３条 この要綱による通所交通費の助成（以下「助成」という。）は、住居か

ら通所施設（前条第１項に掲げる施設をいう。）までの通所の距離が片道５０

０ｍ以上である場合に当該施設への通所に係る前条に規定する対象者の通所

交通費（公共交通機関の利用に要した経費）について行うものとし、次の各号

に定める方法により月を単位として算定した額とする。 

（１）１か所の通所施設のみに通所する場合 

   最も経済的かつ合理的と認められる経路及び方法に係る１回の通所に要

する運賃の額に通所した日数を乗じて得た額（以下「実費」という。）又は

利用期間が１か月の定期乗車券の価額（前条に規定する対象者が単独で乗車

する場合に適用される価額とする。以下「１か月定期券料金」という。）の

いずれか少ない額から他の法令、条例、要綱等による助成の額を控除して得

た額の２分の１に相当する額。 

   ただし、通所した日数が通所施設と契約した１か月の利用日数と同じであ

ったと仮定して算出した実費が１か月定期券料金より多いときは、通所しな

かったときを除き、当該１か月定期券料金を実費とみなす。 

（２）２か所以上の通所施設に通所する場合 

   各施設ごとに前号の規定により算定して得た額の合算額（ただし、重複す

る区間がある場合には、最も合理的かつ経済的な額を算定するものとする。） 

２ 助成の額は、１０円未満の端数があるときはこれを切り捨てるものとする。 

３ 助成は、月の途中で、対象者の資格を取得したときは当該資格取得日から、

対象者の資格を喪失したときは当該資格喪失日の前日まで行うものとする。こ

の場合において、助成金の額は、日割計算により算出するものとする。 

 （助成の申請） 

第４条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、助成期ごとに

別表期間の欄に定める月のうち最も遅い月（以下「最終月」という。）の翌月

２５日までに、当該助成期の通所交通費に係る通所施設通所交通費助成申請書

（様式第１号）に通院・通所証明書（様式第２号）を添付して市長に提出する

ものとする。ただし、第２条第１項第６号の規定に該当する者については、通

院・通所証明書を添付することを要しない。なお、各期別の請求書提出締切日

までに、受給者が請求できなかったことに特段の理由があると認められるとき



は、当該締切日を過ぎたものであっても請求できるものとする。 

 （助成の決定及び助成金の交付） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、申請の可否の判定を行った上、各

助成期の最終月の翌々月までに、助成の決定をしたときは通所施設通所交通費

助成決定通知書（様式第３号）により、助成の対象に該当しないと決定したと

きは通所施設通所交通費助成非該当通知書（様式第４号）により、申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項の通所施設通所交通費助成決定通知書により助成の決定を通知

したときは、速やかに助成期ごとに別表期間の欄に定める月分の助成金を申請

者の指定した金融機関の口座に振り込んで交付するものとする。 

 （決定の取消し） 

第６条 市長は、対象者が第２条第１項に規定する対象者の要件を満たなさない

にもかかわらず、助成を受けたとき又は偽りその他不正の手段により助成を受

けたときは、第５条第１項の規定による助成の決定を取り消し、通所施設通所

交通費助成決定取消通知書（様式第５号）によりその旨を対象者に通知するも

のとする。 

 （助成費の返還） 

第７条 市長は、前条の規定により助成の決定を取り消した者に対して、既に交

付した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、助成に関し必要な事項は、保健福祉局長

が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年４月１日から施行し、同日以後の通所施設への通所に係

る助成金について適用する。 

 平成９年４月１日改訂 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

  



別 表 

区 分 期 間 申請書提出日 支給月 

第１期 ４月分、 ５月分、 ６月分 ７月２５日まで ８月 

第２期 ７月分、 ８月分、 ９月分 １０月２５日まで １１月 

第３期 １０月分、１１月分、１２月分 １月２５日まで  ２月 

第４期 １月分、 ２月分、 ３月分 ４月２５日まで  ５月 

 


